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－ １ － 

 

  知行
ち こ う

合一
ごういつ

 
 

陽明学の根本思想のひとつです。 知行は一であり、真に知るということは既に行っている

ということ言います。知とは良知をいい、行とは実践をいいます。  

 

一昨日武心経営塾という勉強会に参加してきましたが、この知行合一について福嶋進社長

さんのお話を聞いてきました。以下その内容を記します。 

 

知行合一、何事もこの気持で取り組んで欲しいです。 

 

やれば良いことは知ってはいるが、実際にはやっていない。 

やろうとは考えているが、まだ手をつけていない。 

すべきことを分かっていながら、やれていないのは、本当に分かっているとは言えません。 

 

知っていてもやっていないのは、知らないのと同じ。 

もっと言えば、知っていてもやらないのは、知らなくてやっていないより、もっと悪い。 

 

どんなに素晴らしいことも、どんなに良いアイデアも、考えているだけでは役に立たない。 

行動に移して初めて意味がある。 

 

行動に移すから、何がしかの結果が出る。その結果が、次への学びとなり、進歩の種にな

る。 

 

成果を上げる人は行動する人だ。 

考えて、良いと思ったことは、迷わずやってみる人だ。 

 

走りながら考える、くらいがちょうど良い。 

 

どんな世界でも、成功している人、成長を続けている人はいる。そのすべての人に共通し

ているのは、やればいいと知っていることを、実行しているということです。ただそれだ

けです。 

 

もともとの能力が多少劣っていても、やれば良いと知っていることを、ちゃんと行動に移

していればその人のほうが必ず先では勝者となるでしょう。 

 

知っていることをちゃんと行動に移し、それを続けるって、実は簡単なことではないので

す。 

 

普通の人は出来ません。だから、やった人が勝つのです。 

知行合一を常に心して、事に取り組みましょう。 
 

 



 
 

 

＜ 池 原 ＞ 
 

－ ２ － 

中小企業者が少額の減価償却資産を取得した場合、その取得した価額によって固定資産と
するか、経費とするか下記のように取扱いが異なります。 
 
①１０万円未満の減価償却資産を取得したとき 
 全額を損金算入できます。 
 
②１０万円以上２０万円未満の減価償却資産を取得したとき 
 一括償却資産とし３年で均等償却 
 少額減価償却資産として全額損金算入※  
 
③２０万円以上３０万円未満の減価償却資産を取得したとき 
 少額減価償却資産として全額損金算入※ 
 減価償却資産として法定耐用年数で損金算入 
  
 ※少額減価償却資産は、取得価額の合計額が年間 300 万円まで損金算入が可能です。 
 
 

事例  期中に、パソコンを１２万円で購入しました。 
  
 
 
 

Ａで全額損金として経費化することもできますが、その年度の赤字が多くなることが 
予想される場合は、Ｂを選択し経費を少なくすることもできます。 
 
 

■ 消費税は取得価額？ 
 

 
 
 
 
 
 
■ 各市町村へ申告する償却資産税は課税？（課税標準額が合計 150 万円未満の場合は免税） 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「３０万円未満の少額減価償却資産の損金算入の特例制度」は、取得価格が３０万円未満
までなら、全額を経費に計上できるという制度です。この制度は、平成２８年３月までと
なっていましたが、平成２８年度税制改正にて延長等見直しの要望事項が出ています。 

どちらかを選択 

どちらかを選択 

Ａ 少額減価償却資産 12 万円損金算入・・・事務用品費等 

Ｂ 一括償却資産 ３年均等償却 12 万円×1/3＝4 万円・・・減価償却費 

税抜経理方式の場合 

税込経理方式の場合 

消費税額等は取得価額に含めない 

消費税額等は取得価額に含める 

10 万円未満 消耗品費等  

一括償却資産 

非課税 

非課税 

３０万円未満少額減価償却資産 

減価償却資産 
 

課税 

課税 


